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[研究] 

研究代表者を務める科学研究費助成金｢公的部門における法の担い手の養成と役割に関する比較調査研究｣(平成２６～２９年度)

の中間総括としての国際シンポジウム開催のための組織化に多くの時間を費やした。同シンポジウムは平成２９年２月１８日に大阪大

学にて「公的部門における法の担い手のあり方と行政法･行政法学」と題して開催され、各科研メンバーの調査報告に加えて海外から

の招待講演者２名と、元内閣法制局長官、箕面市長、京都市及び豊中市の法務部門責任者、計４名の国内招待講演者の計１６名の

報告が４つのセッションに分けて行われた。公的部門における法曹･法律専門家の養成と役割に関して、ドイツ、フランス、ＥＵ、イギリ

ス、ロシア及び日本の状況が示され、各国の異同を生む背景とそれが各国の行政法･行政法学に与える影響について示唆が得られ

た。この科研の調査研究は平成２９年度に体系化した共同研究として書籍化する予定である。 

上記以外の研究活動としては、共同執筆の行政法テキストの改訂作業にあたり、第６版として完成した。 

[教育] 

学部では、大講義室での科目として「行政法３」と「地方自治法」、演習科目として「演習」と「法政基礎セミナー」(演習と同時開講方

式)を担当し、留学生向け科目として学部と大学院の同時開講のオムニバス科目｢日本の法制度･日本法総合演習｣の科目責任者を

務めた。 

大学院では、前期課程科目として「行政法２」を担当し、受講者の希望に沿って英語テキストと独語テキストのクラスをそれぞれ開

講した。また、マッセＯＳＡＫＡとの協力事業として大阪府内の市町村職員をマッセの推薦により科目等履修生として受け入れる「地方

自治演習」の科目責任者を務めた。そのほか、オムニバス科目である「公法の基礎」を複数回担当した。 

高等司法研究科では、特殊講義Ａ「政策実践と法」の共同担当者を務めた。 

地方自治体におけるインターンシップを組み込んだ新規科目を豊中市、吹田市、大阪府等の協力の下に新規に開講するための準

備を行った。 

[管理運営］

全学の委員としては、入試委員会、人権問題委員会、微生物病研究所生命科学研究倫理委員会、アーカイブズ運営委員会、キャ

ンパスライフ支援センター運営委員会の各委員及び超域イノベーション博士課程プログラム担当教員を務めた。中でも、委員長を務

めた人権問題委員会においては、大学祭におけるミスコンテストがハラスメントにあたるかどうかという問題について、人権問題委員会

としての見解をまとめる作業に携わり、問題の解決に貢献した。 

[社会貢献］ 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の情報公開委員会、大阪府情報公開審査会、豊中市行政不服審査会、同情報公

開･個人情報保護運営委員会、同個別労働関係紛争調査委員会、吹田市入札等監視委員会、同情報公開･個人情報保護審査会、

箕面市都市計画審議会、長岡京市情報公開･個人情報保護審査会、豊能町行政不服審査会、同個人情報保護審査会、乙訓環境

衛生組合行政不服審査会、同情報公開･個人情報保護審査会、国立大学法人和歌山大学研究アドバイザリーボードの各委員を務め

た。 
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